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要 約

1．試験の表題

被験物質K－658の微生物による分解度試験

2．分解度試験

2．1試験条件

　　（1）被験物質濃度

　　（2）活性汚泥濃度

　　（3）試験液量
　　（4）試験液培養温度

　　（5）試験液培養期間
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2，2　測定及び分析

　　　生物化学的酸素要求量（BOD〉の測定

3．試験結果

BODによる分解度 16％

4．被験物質の安定性

被験物質は保管条件下で安定であることを確認した。
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最終報告書
鼠険番号　　20658

1．表 題

2．試験委託者

3、試験施設

被験物質K一一658の微生物による分解度試験

称
所
称
所
者

　
　
　
　
齪

名
佳
名
住
運

通商産業省

（〒100）東京都千代田区霞が関一丁目3番1号

財団法人　化学品検査協会

化学品安全センター九州試験所

（〒830）福岡県久留米市中央町「9・一14

TEL　　（0942）34一『1500

4．．試験目的　　　被験物質K－658の微生物による分解性の程度について知見を得

　　　　　　　　る。．

5．試験方法　　OECD化学品テストガイドラインー301D　Closed
　　　　　　　　　Bott　l　e試験による。

6、鼠験期間

　　（1）試験開始日　　　　昭和61年　5月21日

　　（2）試験実施期間

　　　　試験液培養開始日　　昭和61年一5月21日
　　　　試験液培養終了・日　　　昭和61年　6月18日

　　　（3）試験終了日　　　昭和61年7月12日
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7．試験関係者

　　試験責任者

　　試験担当者

　　試資料管理責任者

　　最終報告書作成者

8．最終報告書の承認

　　試験責任者

昭和61年7月　8日

氏名

昭和6／年7月／2日
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9．5 同　　定

　　　　　　　　　に記載の赤外吸収スペクトルと当試験所の当該測定スペクト

ルとが一致することを確認した。

9，6　物理化学的柱状

外観
　　　＊1

沸点
　　　宰1

比重
溶解性

無色透明液体

41，5～43℃

2，280～　2．290

水

ヘキサン

ク口口ホルム

メタノール

酢酸エチル

5，09／2

1008／2以上

100g厘以上

100g厘以上

1009／2以上

赤外吸収スペクトル

質量スペクトル

核磁気共鳴スペクトル

（図一　8参照）

（図一　9参照）

（図一10参照）

寧1添付資料による。

9、7　保管条件及び保管条件下での安定性

（1）保管条件

（2）安定性確認

冷暗所

試験液培養開始前及び培養終了後に被験物質の赤外吸収スペ

クトルを測定した結果（図一8参照）、両スペクトルは一致

し、保管条件下で安定であることを確認した。
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10．分解度試験の実施
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福岡県内下水処理場返送汚泥

昭和61年5月21日
晴

上記汚泥をろ紙（Nα2）でろ過し、初めの200慮を廃

棄した。ろ液の残りを曝気して植種した。

無機栄養塩溶液1』中に先の鋭つたピペットで1滴加え

たものを使用した。

（2）無機栄養塩溶液の調製

　　　エアレーションした精製水（高杉製薬製　日本薬局方）1コに対し、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ　　C　l　o　s　ed　Bo　t　t　l　e試験で定められた溶液1，2，3及び4各1畝

　　の割合で添加した。

（3）基準物質

　　　アニリン（昭和化学製 試薬特級〉を用いた。

（4）試験容器

　　　100祀用ふ卵びんを用いた。
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10．2　試験液の調製

　　　　被験物質の揮発性を考慮して試験液を下田の方法で調製した。

　　　　これらの試験液について、10，3の条件で培養を行った。

　　　（1）酸素測定用プランク

　　　　　　試験容器に無機栄養塩溶液を入れた。

　　　（2）汚泥ブランク

　　　　　　試験容器に活性汚泥を含む無機栄養塩溶液を入れた。

　　　（3）汚泥＋被験物質

　　　　　　試験容器に活性汚泥を含む無機栄養塩溶液を入れ、被験物質を10．0㎎／2に

　　　　　なるように添加した。

　　　（4）汚泥＋アニリン

　　　　　　試験容器に活性汚泥を含む無機栄養塩溶液を入れ、アニリンを2．0㎎泡に

　　　　　なるように添加した。

10，3環境条件

　　　　試験液培養装置　　　インキュベーター（サンヨー電気製）

　　　　試験液培養温度　　　20±1℃

　　　　試験液培養期間　　　28日間

　　　　試験液培養方法　　　暗所に密栓状態で静置

10．4試験液の測定　　　　　　‘

　　　　O，5，15及び28日後にインキュベーターから試験容器を取出し、JIS　k　O102

　　　－1985の32．1ウインクラー・アジ化ナトリウム変法により、溶存酸素を測定し

　　　た。
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　10，5　分解度の算出

　　　　被験物質の分解度は下記の式に基づき算出した。

　　　　　　　　　　　　　　　　BODx
　　　　　　分解度（％）　一　　　　　　　　x　100
　　　　　　　　　　　　　　　　TOD

　　　　　　　　BODx：　x日後の（汚泥＋被験物質）系の生物化学的酸素要求量

　　　　　　　　　　　　　　（測定値）（尾）
　　　　　　　　　　＊2
　　　　　　　　TOD　：　被験物質が完全に酸化された場合に必要とされる理論的

　　　　　　　　　　　　　酸素要求量（計算値）（囎〉

　　　　　＊2純度100％として計算した。

　10、6数値の取扱い

　　　　　数傾を平均する場合、平均は算術平均とした。数値の丸め方はJIS　Z8401－

　　　　1961に従った。

11．試験結果

　11．1分解度

　　　　　BODによる分解度は下表のとおりであった。

’

5日後 15日後 28日後

分解度（％） 6 8 16

11．2　試験条件の確認

　　　　BODから求めたアニリンの28日後の分解度は74％であることから、本試験の

　　　試験条件が有効であることを確認した。
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12．考　　察

（1）被験物質の残留率について

　　本試験終了時、ガスクロマトグラフ（GC〉法により、試験容器中の被験物質

　の残留量を測定した結果、残留率は74％であった（表一3、図一2参照）。

（a）試験液の前処理

試験液100超
・冷却

・分取　6祀

←精製水24祀
・密栓

・加温（温浴中；40℃，30分間）

気相

G　C試料

（b）GC分析条件

　
出
ラ

　
　
　
液
担

機
検
力

器
器
ム
相
体

カラム温度
キャリヤーガス

　　流　　量

島津製作所製　GC－9A
水素炎イオン化検出器（F　I　D〉

5祝x3㎜φ，ガラス製

2％　SE－30

ChromosorbW（HP）
50℃
窒素

50祀／分

上記手法及び条件による検量線を図一3に示す。
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（2）被験物質の揮発性について

　　被験物質は揮発性が予想されるので、揮発性物質用培養びんによる保持試験を

　実施して被験物質の残留率を測定した。その結果（表一4，5、図一4，5参照〉

　をまとめると表一Aのようになる。

表一A　　保持試験結果（28日後）

容　　　　　器
残　留　率（％）

TOC G　C

揮発性物質用培養びん 68．56 50．41

密　　閉　　び　　ん 92．88 71．71

　以上の結果、揮発性物質用培養びんを用いても被験物質の残留は低かった。

なお、保持試験の条件及び分析方法は次のとおりである。

（a）試験条件

　　被験物質濃度

　　試験液量
　　試験温度
　　試験期間

100　網g／2

300　醜
25±1　℃
　28　日閤
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（b）試験液の前処理

　　　　　　　　試験液300超

　　　　　　　　　　　　・冷却

　　　　　　　　　　　　・分取　10認

　　　　　　　　　　　　・遠心分離（1000×g，5分間）

　　　　TOC試料　　　　　　　　・分取　　1認

　　　　　　　　　　　　　　　　　←精製水24超

　　　　　　　　　　　　　　　　　・密栓

　　　　　　　　　　　　　　　　　・加温（温浴中；40℃，30分間）

　　　　　　　　　　　　　　　気相

　　　　　　　　　　　　　　G　C試料

　　　上記手法による回収率を表一6、図一6に示す。

（C）残留率の測定

　①全有機炭素計による溶存有機炭素の分析

　　　　前処理を行って得られたTOC試料について下記定量条件に基づき溶存

　　　有機炭素を分析した（表一4、図一4参照）。

　　　　定量条件

　　　　　機　　　　　器　　島津製作所製　丁OC－10B

　　　　　TC炉温度　900℃
　　　　　流　　　　　量　　200　彪／分
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②ガスクロマトグラフによる被験物質の分析

　　　前処理を行って得られたGC試料について下記定量条件に基づき被験物

　　質を分析した（表一5、図一5参照〉．

　
　
出
ラ

野
検
力
液
担

定

器
器
ム
相
体

カラム温度
キャリヤーガス

　　流　　　量

島津製作所製　GC－9A
水素炎イオン化検出器（F　I　D）

5肌x3胤φ，ガラス製

2％　SE－30

Chromosorb　W（HP）
50℃
窒素

50威／分

検量線の作成

　被験物質0．19を精秤し、精製水に溶解した1000曜2の原液を、さら

に精製水で希釈して1，2及び4趨の標準溶液を調製後、ヘッドス

ペース法により気化し、上田の定量条件に従って分析を行い、得られた

それぞれのクロマトグラム上の被験物質ピーク高さと濃度により検量線

を作成した（図一7参照〉。

（3）分解性について

　　　被験物質の揮発性が大きいため、閉鎖系酸素消費量測定装置による分解度試験

　　の実施は不可能と判断して、O　E　CD化学品テストガイドライン　301D

　　C　I　o　s　ed．Bo　t　t　l　e法による分解度試験を実施した。その結果、被験物

　　質の分解性は認められなかった。
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13．試資料の保管

13．1　被験物質

　　　　保管用被験物質約59を保管用容器に入れ密栓後、「新規化学物質に係る試験

　　　の項目等を定める命令第3条に規定する試験施設に関する基準」（以下「試験施

　　　設基準」という。）第32条に定める月間、当試験所試料保管室に保管する。

13．2　生データ、資料等

　　　　試験により得られた分析結果、測定結果、観察結果、その他試験ノート等最終

　　　報告書の作成に用いた生データ、調査表、資料等は最終報告書と共に、「試験施

　　　設基準」第32条に定める期間、当試験所資料保管室に保管する．

14．備　　考

溶存酸素測定に使用した試薬

アジ化ナトリウム

よう化カリウム

水酸化カリウム

硫酸マンガン

硫酸

N／40一チオ硫酸ナトリウム

精製水

片山化学■業製

片山化学工業製

和光純薬工業製

和光純薬工業製

和光純薬工業製

片山化学工業製

高杉製薬製

公害分析用

試薬特級

試薬特級

試薬特級

試薬特級

日本薬局方
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